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 衛星コンステレーションの整備・運営等事業 
特定事業の選定について 

 
 
１．事業の名称 

衛星コンステレーションの整備・運営等事業（以下「本事業」という。） 

 

２．事業の対象となる公共施設等の種類 

衛星コンステレーションを構築する衛星及び当該衛星から画像取得を行う

ために必要な施設等 

 

３．公共施設等の管理者等 

防衛大臣 中谷 元 

 

４．事業の内容 

入札公告等に定める手続きによって選定された民間事業者は、会社法（平

成１７年法律第８６号）に定められる株式会社を本事業の遂行のみを目的と

して設立することを基本とし、本事業に係る次の各号に掲げる業務を実施す

る。落札者が前述の株式会社を設立する場合においては、当該株式会社のこ

とを指し、また、株式会社を設立しない場合においては、落札者自身のこと

を指して、以下「事業者」という。 

（１）画像データ取得業務 

（２）専用地上施設運用等業務 

（３）全般管理業務 

なお、事業者又は事業者から業務を直接受託する者（以下「事業者等」と

いう。）は、本事業に支障を及ぼさない等の一定の条件を満たす範囲において、

他のユーザーに対する画像データの販売及び本事業で専用する地上局（アン

テナ）の利用サービスの提供に係る商用事業（以下「民間商用事業」という。）

を積極的に行うことが強く期待されている。 

 

５．事業方式 

事業者等は、防衛省が撮像優先権を有する国産衛星（日本国法人が、主と

して日本国内で設計・開発し、製造し、及び所有し、並びに管理する衛星を

いう。以下「本事業衛星」という。）によるコンステレーション及び防衛省が

本事業で専用する地上施設（以下「専用地上施設」という。）を自らの資金で

整備した後、事業期間中、本事業衛星及び専用地上施設の所有権を有し、本
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事業終了後も防衛省に譲渡しない、いわゆるＢＯＯ（Build-Own-Operate）方

式により実施する。 

ただし、本事業を実施するために必要な使用権原が確保されることを条件

として、事業者等が賃貸借等により本事業衛星によるコンステレーション及

び専用地上施設を調達することもできる。 

 

６．事業期間 

本事業の事業期間は、本事業の実施に係る契約（以下「本事業契約」とい

う。）の締結の日から令和１３年３月末までの約５年間を予定している。 

また、本事業のうち、令和８年４月１日から令和１０年３月３０日までに

おいて本事業衛星によるコンステレーションを段階的に整備し運用すること

を段階的運用といい、令和１０年３月３１日から令和１３年３月３１日まで

において本事業衛星によるコンステレーションを所要の衛星機数によって整

備し運用することを本格的運用といい、それぞれの期間を段階的運用期間及

び本格的運用期間という。 

本事業の概要スケジュールは以下のとおりである。 

令和８年２月頃         本事業契約の締結 

令和８年４月１日～令和１０年３月３０日 段階的運用期間 

令和１０年３月３１日～令和１３年３月３１日 本格的運用期間 

令和１３年３月末        本事業契約の終了 

なお、本事業契約の終了を予定する時点において、本事業衛星によるコン

ステレーション及び専用地上施設を継続して使用することが有効と認められ

る場合、防衛省は事業者と協議し合意の上、延長可能と見込まれる時点まで

本事業の事業期間を延長することができる。 

 

７．本事業の実施に要する費用 

本事業は、いわゆる混合型によって実施するものとし、事業者が本事業を

実施するに当たり要する費用（以下「サービス対価」という。）については、

防衛省が本事業契約に基づき、本事業衛星によるコンステレーション及び専

用地上施設の運用を開始してから事業期間終了までの期間にわたり、原則、

提供される各業務のサービス水準に応じて支払うこととする。 

ただし、事業者において民間商用事業により回収することを見込む本事業

衛星及び専用地上局の費用の一部については、本事業契約に基づくサービス

対価から当該費用を予め除くものとする。また、民間商用事業において衛星

画像の販売や衛星の売却を実施する場合は、事前に販売先等を防衛省に届け

出ることとし、防衛省から協議を求める場合には協議に応じることとする。 
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８．公共施設等の立地並びに規模及び配置 

（１）本事業衛星によるコンステレーションの基本的な性能 

   本事業衛星によるコンステレーションの具体的な性能は、業務要求水準

書（案）（実施方針の添付資料（資料－Ⅰ）。以下この項において同じ。）に

示すとおりである。 

（２）本事業地上施設の性能、規模及び立地に関する事項 

事業者等は、業務要求水準書（案）に示される本事業衛星の性能及び運

用業務の要件に留意した上で、新築又は既存施設の増改築をすること等に

より必要な規模を有する専用地上施設を整備するとともに、地上局サービ

ス会社における国内外の地上局等を活用する。 

本事業に関連する専用地上施設は、国内を拠点とし、統合運用システム

等及び専用地上局で構成する。専用地上施設の役割及び機能については、

業務要求水準書（案）に示すとおりである。 

なお、専用地上施設について、原則として、本事業の予定された事業期

間が終了するまで、事業者等が、業務要求水準書（案）の条件を満たす事

業実施用地及び建物を自ら所有することとする。 

 

９．本事業をＰＦＩ方式で実施することの定量的評価 

本事業について、防衛省が自ら実施した場合と事業者にＰＦＩ方式での実

施を委ねた場合を比較するに当たって、その前提条件を別紙のとおり設定し

た。当該前提条件のもとで、ＰＦＩ方式の実施により得られる定量的効果に

ついて分析を行ったところ、本事業を事業者にＰＦＩ方式での実施を委ねた

場合には、防衛省が自ら実施した場合に比べて、本事業に必要な防衛省の負

担額は、現在価値ベースで約４．９１％程度軽減されることが見込まれる結

果となった。 

なお、これらの前提条件は、仮定のものであり、実際の事業者の提案内容

を制約するものではない。 

 

１０．本事業をＰＦＩ方式で実施することの定性的評価 

本事業を事業者にＰＦＩ方式での実施を委ねた場合には、次の各号に掲げ

るような定性的効果が期待される。 

（１）安全保障用途で必要となる機能等を備えた衛星で、防衛省が求めるタイ

ミングで高頻度かつ優先的に撮像することによる、安定的な画像の取得を

可能とする長期的な手段の確保 

（２）宇宙分野、衛星分野等における民間の技術的知見やリスク管理能力を活
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用することによる、本事業衛星及び専用地上施設の確実かつ効率的な整備

並びに安定的な運用及び維持管理 

（３）画像データ取得業務及び専用地上施設運用等業務が一括発注されること

による、統合的な運用、各業務間の連携及び整合性の向上並びに業務の効

率化 

（４）長期契約による、事業者におけるコストの投入、業務遂行並びに業務管

理の習熟及び最適化等、効率的かつ計画的な事業の実施 

（５）民間商用事業の活用による、本事業に係る財政負担の低減 

（６）本事業に係る業務を事業者に一括発注し、防衛省は業績監視（モニタリ

ング）に注力することによる、防衛省の整備業務、運用業務及び維持管理

業務の負担軽減 

（７）民間の宇宙技術を安全保障分野に活用し、国内の宇宙産業基盤・産業競

争力を強化し、宇宙産業の発展を促すことで、我が国の防衛力の強化にも

つなげる好循環の実現 

 

１１．本事業をＰＦＩ方式で実施することの総合的評価 

本事業をＰＦＩ方式で実施することにより、定量的及び定性的効果を期待で

きることから、ＰＦＩ方式で本事業を実施することが適当であると認め、民間

資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律

第１１７号）第７条の規定により、特定事業として選定する。 
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別紙 定量的評価の前提条件 

 

１．ＰＳＣとＰＦＩ－ＬＣＣとＶＦＭの値 

項目 値 公表しない場合はその理由 

①ＰＳＣ（現在価値ベース） （非公表） その後の入札等において正当

な競争が阻害されるおそれが

あるため、①～③については公

表しない。 

 

②ＰＦＩ－ＬＣＣ 

（現在価値ベース） 
（非公表） 

③ＶＦＭ（金額） （非公表） 

④ＶＦＭ（割合） 約４．９１％ 

※１ ＰＳＣ（Public Sector Comparator）とは、防衛省が自ら実施する場合

の事業期間全体を通じた公的財政負担の見込額の現在価値をいう。 

※２ ＬＣＣ（Life Cycle Cost）とは、事業期間にかかる費用の全てをいう。 

※３ ＶＦＭ（Value For Money）とは、本事業を防衛省が自ら実施する場合に

比べて、事業者にＰＦＩ方式で実施を委ねた場合に費用をどれだけ削減でき

るかを示すものをいう。 

 

２．ＶＦＭ 検討の前提条件 

項目 値 
算出根拠 

（公表しない場合はその理由） 

①割引率 ０．５３％ 

「公共事業評価の費用便益分析に関する

技術指針」（令和６年９月５日。国土交通

省）及び「ＶＦＭ（Value For Money）に

関するガイドライン」（令和６年６月３日。

民間資金等活用事業推進会議決定）を踏ま

え、０．５３％に設定した。（実質値ベー

スの割引率） 

②物価上昇率 ― 
各業務の費用は実質値によるため、事業費

の算定には物価上昇率は加味しない。 

③リスク調整値 ― 調整する事項はない。 

※４ 上記に加えて、税の還元等の調整として、防衛省が支払う消費税（１０％）

のうち国税相当分（７．８％）及び事業者が支払う法人税等のうち国税相

当分を還元している。 
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３．事業費などの算出方法 

項目 
ＰＳＣの 

費用の項目 

ＰＦＩ－ＬＣＣの

費用の項目 
算出根拠 

①画像

データ

取得サ

ービス

対価の

算出方

法 

画像データ取

得費（このう

ち資金調達に

係る費用は③

を参照のこ

と。） 

・ＳＡＲ衛星を活用

した画像データ取

得のために必要な

衛星コンステレー

ションの整備及び

画像データの取得

に係る費用 

・光学衛星を活用し

た画像データ取得

のために必要な衛

星コンステレーシ

ョンの整備及び画

像データの取得に

係る費用 

・ＳＡＲ衛星を活

用した画像デー

タ取得のために

必要な衛星コン

ステレーション

の整備及び画像

データの取得に

係る費用 

・光学衛星を活用

した画像データ

取得のために必

要な衛星コンス

テレーションの

整備及び画像デ

ータの取得に係

る費用 

・その他費用 等 

・画像データ取得

に係る必要経費

については、Ｐ

ＳＣ及びＰＦＩ

－ Ｌ Ｃ Ｃ と も

に、同様の前提

条件のもと、見

積 額 を 算 出 し

た。 

 

②専用

地上施

設運用

等サー

ビス対

価の算

出方法 

統合

運用

シス

テム

等運

用等

業務

費 

統合運

用シス

テム等

整備費

（この

うち資

金調達

に係る

費用は

③を参

照のこ

と。） 

・統合運用システム

等の整備に係る費

用 

・統合運用システ

ム等の整備に係

る費用 

・その他費用 等 

・統合運用システ

ム等の整備に係

る必要経費につ

いては、ＰＳＣ

及びＰＦＩ－Ｌ

ＣＣともに、同

様の前提条件の

もと、見積額を

算出した。 

 

統合運

用シス

テム等

運用・

維持管

理費 

・統合運用システム

等の運用に係る費

用 

・統合運用システム

等の維持管理に係

る費用 

・統合運用システ

ム等の運用に係

る費用 

・統合運用システ

ム等の維持管理

に係る費用 

・その他費用 等 

・統合運用システ

ム等の運用・維

持管理に係る必

要経費について

は、ＰＳＣ及び

ＰＦＩ－ＬＣＣ

ともに、同様の

前 提 条 件 の も
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と、見積額を算

出した。 

 

専用

地上

局運

用等

業務

費 

専用地

上局整

備 費

（この

うち資

金調達

に係る

費用は

③を参

照のこ

と。） 

・専用地上局の整備

に係る費用 

・専用地上局の整

備に係る費用 

・その他費用 等 

・専用地上局の整

備に係る必要経

費については、

ＰＳＣ及びＰＦ

Ｉ－ＬＣＣとも

に、同様の前提

条件のもと、見

積 額 を 算 出 し

た。 

 

専用地

上局運

用・維

持管理

費 

・専用地上局の運用

に係る費用 

・専用地上局の維持

管理に係る費用 

・専用地上局の運

用に係る費用 

・専用地上局の維

持管理に係る費

用 

・その他費用 等 

・専用地上局の運

用・維持管理に

係る必要経費に

ついては、ＰＳ

Ｃ及びＰＦＩ－

ＬＣＣともに、

同様の前提条件

のもと、見積額

を算出した。 

 

③資金調達にかかる

費用の算出方法 

・画像データ取得費

及び専用地上施設

運用等業務費は発

生年度に支払 

 

・画像データ取得

費、統合運用シ

ステム等整備費

及び専用地上局

整備費に必要な

資金のうち一部

を借入金で資金

調達し、これに

伴って事業期間

に支払う借入利

息及び事業者の

税引前利益の一

部を含めて計上 

・Ｅ－ＩＲＲを一

定水準確保 

・資金調達条件に

ついては、過去

のＰＦＩ事業の

実績等を参考と

したほか、近時

の類似ＰＦＩ事

例を元に設定し

た。 

④全般管理業務費 － ・事業契約締結日 ・ＰＦＩ－ＬＣＣ
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から事業期間終

了日までの全般

管理業務に係る

費用 

・事業者の開業に

伴う諸費用 

・事業者の管理費 

・事業者の税引前

利益 

は、過去のＰＦ

Ｉ事業の実績

等を参考とし

たほか、本事業

の実施に必要

な体制及び経

費を見込んで

算出した。 

※５ Ｅ－ＩＲＲ（Equity Internal Rate of Return）：株式内部収益率をいう。 


